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はじめに

本ツールは、 木造公共建築物への地域材利用を支援するためのツールとして開発したものです。
本書では、「経済波及効果試算ツール」の取扱い方法、見方について説明します。

動作環境

対応機種 :Pentium166MHz以上（推奨 Pentium MMX233以上）
ＯＳ :日本語版Windows7～上位バージョン
メモリ :32MB以上
ハードディスク :500MB以上
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本ツールを動作させるためには、エクセルファイルをパソコンのハードディスクにコピーする必要があります。

●ハードディスクへのインストール

1. Windowsを起動します。

2. ダウンロードしたファイル（CD-ROM内のファイル）「経済波及効果試算ツールVer.○○」エクセ

ルファイルをパソコンのハードディスクにコピーします。

3. 「経済波及効果試算ツールVer.○○」を実行 (ダブルクリック) します。

１. Windowsへのインストール
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ツールへの入力を円滑に行うため、金額情報を整理しましょう。

1. 積算資料、見積書等を見ながら、記載される木製品の支払い額の整理をしてください。木製品

は、製材、集成材、合板、建設用木製品、その他の木製品、木材チップ、丸太の7種類として

いますので、いずれかに区分して金額の合計をまとめます。木製品の具体的製品例示等は、「入

力シート」に記載しておりますのでご確認ください。道産材と移輸入材を別にしてまとめてください。

2. 次に、道産材について、実際に評価を行う地域から供給される、最終製品や原材料の金額につ

いて整理します。上記1項で整理した金額の全てを地域からまかなえるのであれば1項と2項は同

額になります。しかし、例えば、地域内に集成材工場がないため、集成材は地域外で製造するも

のの、集成材の原料のラミナ (およびそのさらに原料の丸太) を地域から供給する場合には、集

成材工場に販売するラミナの金額を製材の金額として計上します。この場合、集成材は地域外

から供給されますので、積算資料等における集成材の金額は計上しないでください。同じように、

地域内に製材工場がないため、製材は地域外で製造するものの、原料の丸太を地域から供す

る場合には、製材工場に販売する丸太の金額を計上します。

2. 金額情報の整理
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●「入力」シートについて

1. 評価地域および道産木製品産地の指定リスト欄から該当市町村を20圏域から選択して下さい。
地域を指定せず (一般的な道産木製品を使用して) 評価を行う場合は、“北海道全体”を選
択します。
※例えば、評価地域を「北海道全体」とした場合は、「道産材一般」を用いたときの道内に対す
る波及効果が推定でき、「渡島広域市町村圏」とした場合は、「渡島産材」を用いたときの渡島
広域市町村圏内に対する波及効果が推定できます。

2. 建築物の積算資料等を見ながら、使用する木製品（製材・集成材・合板等）の金額を道産
材、移輸入材に分けて入力します。該当製品がない場合は空欄あるいはゼロを入力してください。
※前頁の「金額情報の整理」を参照。

3. 地域内から供給される道産材の額を木製品別に入力します。
※前頁の「金額情報の整理」を参照。

4. 地域内から供給される道産材の原材料を指定します。原材料とは、例えば製材・合板・木材
チップであれば丸太を、集成材であればラミナ (製材) を指します。木製品の原材料産地の指定
リスト欄から“原材料の産地も評価地域内”か“産地は不明（道内の何処か）”を選択します。

3.1. 「入力」シート
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●「出力_まとめ」シートについて
1. このシートには、地域経済への波及効果（直接効果、第1次間接効果、第2次間接効果等）

の試算結果が表示されます。

3.2. 「出力_まとめ」シート
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●「出力_フロー（道産材）」シートについて
1. このシートには、道産材利用による波及効果 (直接効果、第1次間接効果、第2次間接効果

等) の算出フローが表示されます。

3.3. 「出力_フロー（道産材）」シート
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●「出力_フロー（移輸入材）」シートについて
1. このシートには、移輸入材利用による地域経済への波及効果 (直接効果、第1次間接効果、

第2次間接効果等) の算出フローが表示されます。

3.4. 「出力_フロー（移輸入材）」シート
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●「波及計算（道産材）」シートについて
1. このシートには、道産材利用による地域経済への部門分類別の経済波及効果 (直接効果、第

1次間接効果、第2次間接効果等) 算出結果の詳細が表示されます。

3.5. 「波及計算（道産材）」シート
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●「波及計算（移輸入材）」シートについて
1. このシートには、移輸入材利用による地域経済への部門分類別の経済波及効果 (直接効果、

第1次間接効果、第2次間接効果等) 算出結果の詳細が表示されます。

3.6. 「波及計算（移輸入材）」シート
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ケース1（10ページ）

上川中部広域市町村圏内のある町が、圏内に公営住宅を建てた。町産材を使用して
おり、町産材利用による圏内への経済効果を試算したい。

4. 入力方法の例
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全て町産材

一部圏外産材

一部移輸入材、圏外産材

ケース2（11ページ）

ケース3（12ページ）

●使用する建築材の産地



4. 入力方法の例
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ケース1

◆前提条件

◆リスト欄の指定方法・入力方法

・評価地域および道産木製品産地の指定:上川中部広域市町村圏を選択

・積算資料、見積書等を参考とした木製品の支払い額:

製材;製材－道産材のセルに100万円を入力

集成材;集成材－道産材のセルに50万円を入力

合板;合板－集成材のセルに20万円を入力

・地域内から供給される道産材の額:

製材;製材－道産材のセルに100万円を入力

集成材;集成材－道産材のセルに50万円を入力

合板;合板－集成材のセルに50万円を入力

・木製品の原材料産地の指定:原料の産地も評価地域内を選択

使用部材 金額
＊積算資料の額 産地

製材 100万円 全て町産、原料の丸太も町産

集成材 50万円 全て町産、原料の丸太も町産

合板 20万円 全て町産、原料の丸太も町産



4. 入力方法の例
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ケース2

◆前提条件

◆リスト欄の指定方法・入力方法

・評価地域および道産木製品産地の指定:上川中部広域市町村圏を選択

・積算資料、見積書等を参考とした木製品の支払い額:

製材;製材－道産材のセルに100万円を入力

集成材;集成材－道産材のセルに50万円を入力

合板;合板－集成材のセルに20万円を入力

・地域内から供給される道産材の額:

製材;製材－道産材のセルに100万円を入力

集成材;集成材－道産材のセルに0万円を入力

合板;合板－集成材のセルに0万円を入力

・木製品の原材料産地の指定:原料の産地も評価地域内を選択

使用部材 金額
＊積算資料の額 産地

製材 100万円 全て町産、原料の丸太も町産

集成材 50万円 道産だが圏外産

合板 20万円 道産だが圏外産



4. 入力方法の例
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ケース3

◆前提条件

◆リスト欄の指定方法・入力方法

・評価地域および道産木製品産地の指定:上川中部広域市町村圏を選択

・積算資料、見積書等を参考とした木製品の支払い額:

製材;製材－道産材のセルに50万円、移輸入材のセルに50万円を入力

集成材;集成材－道産材のセルに0万円を入力

合板;合板－集成材のセルに20万円を入力

・地域内から供給される道産材の額:

製材;製材－道産材のセルに50万円を入力

集成材;集成材－道産材のセルに0万円を入力

合板;合板－集成材のセルに0万円を入力

・木製品の原材料産地の指定:産地は不明 (道内の何処か) を選択

使用部材 金額
＊積算資料の額 産地

製材 100万円 町産材50万円 (丸太は道産だが産地不明)、移輸入材50万円

集成材 50万円 移輸入材

合板 20万円 道産だが詳しい産地は不明



単位:万円
道産材 輸移入材 合計

支払い額 70.0 100.0 170.0
直接効果 生産誘発額 54.4 13.4 67.8

粗付加価値誘発額 23.1 8.8 31.9
雇用者所得誘発額 13.2 5.5 18.8

第1次間接効果 生産誘発額 1.9 0.3 2.3
粗付加価値誘発額 1.0 0.2 1.2

雇用者所得誘発額 0.5 0.1 0.5
第2次間接効果 生産誘発額 0.6 0.3 0.9

粗付加価値誘発額 0.4 0.2 0.6
雇用者所得誘発額 0.2 0.1 0.2

合計 生産誘発額 57.0 14.0 71.0
粗付加価値誘発額 24.5 9.2 33.7

雇用者所得誘発額 13.8 5.7 19.5
倍率 生産誘発額/支払い額 0.81 0.14 0.42

粗付加価値誘発額/支払い額 0.35 0.09 0.20
雇用者所得誘発額/支払い額 0.20 0.06 0.11

5. 結果の見方のポイント
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前述のケース1とケース3の比較
単位:万円

道産材 輸移入材 合計
支払い額 170.0 0.0 170.0
直接効果 生産誘発額 170.0 0.0 170.0

粗付加価値誘発額 69.2 0.0 69.2
雇用者所得誘発額 42.5 0.0 42.5

第1次間接効果 生産誘発額 102.8 0.0 102.8
粗付加価値誘発額 45.5 0.0 45.5

雇用者所得誘発額 19.0 0.0 19.0
第2次間接効果 生産誘発額 2.9 0.0 2.9

粗付加価値誘発額 1.8 0.0 1.8
雇用者所得誘発額 0.8 0.0 0.8

合計 生産誘発額 275.6 0.0 275.6
粗付加価値誘発額 116.5 0.0 116.5

雇用者所得誘発額 62.3 0.0 62.3
倍率 生産誘発額/支払い額 1.62 － 1.62

粗付加価値誘発額/支払い額 0.69 － 0.69
雇用者所得誘発額/支払い額 0.37 － 0.37

ケース1

ケース3

支払い額:どちらも170万円。つまり、顧客が建築材に支払っているお金は同じ。

直接効果 (生産誘発額):支払い額のうち地域材に対して支払う額。ケース1は170万円の全額が地域材に
支払われる。ケース3では、圏外産材、移輸入材も使用するため、ケース1より102.2万円低い。

合計 (生産誘発額):直接効果とその波及効果を合計した生産誘発額。ケース1はケース3よりも204.6万円
高い。

倍率 (生産誘発額/支払い額):ケース1では支払い額の1.62倍の生産額が地域内に誘発されるが、ケース3
では0.42倍に留まる

なお、正味の経済効果として、生産誘発額ではなく国内総生産 (GDP) に相当する粗付加価値誘発額を重
視する場合があります。生産額、粗付加価値額、雇用者所得の3つの誘発額を見比べ、評価の目的に応じて
指標を選択してください。



○使用しているデータソース
◆産業連関表

・平成17 年北海道地域産業連関表公表用基本分類 (行部門404、列部門350)

分析のために部門数を59に統合して使用

◆平均消費性向

・総務省統計局 平成30年家計調査 (北海道分)

２人以上世帯・勤労者世帯の消費支出及び可処分所得

◆従業員数 ＊間接効果の按分に使用

・総務省統計局 平成18 年事業所・企業統計調査産業 (中分類)

北海道と各市町村圏の従業者数を、産業連関表と同じ59部門に振り分けた。なお、部門分類は産業連関

表と事業所・企業統計で異なるため、従業員数の振り分けでダブルカウントが生じ、北海道および各市町村圏

における合計の従業者数は事業所・企業統計の値より若干多くなる。

６. データソース
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